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 本資料に関連して生じた一切の損害については、責任を負いません。その他、専門的知識に係る問題については、必
ず弁護士、税理士、公認会計士等の専門家にご相談のうえ、ご確認ください。

 本資料の一部または全部を、当社の事前の了承なく複製または転送等を行うことを禁じます。
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より質の高い医療提供に向けた「医療ＤＸ」

「医療DX」による業務効率化と情報連携

（資料）内閣府資料より当部作成

図表1 デジタル化投資で解決したい課題
（事務処理の改善・効率化）

「デジタル化による事務効率化」が課題

当部が今年5月、広島県内企業（442社）を対象に
実施したアンケートでは、今後3年間にデジタル化投資
で解決したい課題として、「事務処理の改善・効率化」
を挙げる企業が約8割を占めて最も多く、中でも、「医
療・介護」は全ての事業者が解決したい課題としていま
す （図表1） 。

医療分野においては働き方改革や医療機関・施設間同士の情報連携が課題となっており、処方箋・カルテ等の
電子化や、情報共有システムの整備の必要性が指摘されてきました。
このため、内閣府は2022年10月に医療DX推進本部を設置し、2030年度を目途に医療情報を共有する全国

的な基盤構築に取り組んでいます（図表2）。
具体的には、「マイナンバーカードと健康保険証の一体化」を進めるとともに、処方箋・カルテ・健診・予防接種情

報等の医療情報の連携を図り、病院や薬局、介護施設、自治体等で共有・交換できる「全国医療情報プラット
フォームの構築」を目指しています。
こうした「医療DX」により、切れ目のない、より質の高い医療等の効率的な提供、および業務効率化を通じた魅力

ある医療・介護現場の実現、さらには国民の健康増進や利便性の向上が期待されています。

図表2 医療DXの目標および工程表

業 種 回答社数 割 合（％）

全 体 316 79.7

医療・介護 18 100.0

建設 24 91.7

食料品 23 91.3

2030年度を目途とした主な目標

医療DXの工程表（一部抜粋）

■切れ目なくより質の高い医療等の効率的な提供
⇒災害時・救急時・感染症危機を含め、全国いつ
どの医療機関でも必要な医療等の情報を共有

■医療機関等の業務効率化
⇒デジタル化に伴う業務改革により、効率

的な働き方や魅力ある職場が実現

医療DXとは

保健・医療・介護の各段階（予防、診察、
治療、薬剤処方等）において発生する情
報やデータの外部化・共通化・標準化を
図り、より良質な医療やケアを受けられ
るよう社会や生活の形を変えること
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（資料）当部「設備投資計画アンケート（23年5月調査）」

電子処方箋の拡大

自治体システムの標準化（介護・予防接種等との連携） 全国的に運用

電子カルテ情報共有
サービスの整備

運用開始、順次拡大


